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○日光市市民団体が行うまちづくり活動支援事業実施要綱 

平成２３年３月３１日 

告示第５９号 

一部改正 平成３１年４月１日告示第５５号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市民が主役のまちづくりを推進するため、市民が自主的に行

うまちづくり活動に必要な経費の一部を補助する日光市市民団体が行うまちづく

り活動支援事業（以下「市民団体活動支援事業」という。）について、日光市補

助金等交付規則（平成１８年日光市規則第５９号。以下「規則」という。）に定

めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（事業対象者） 

第２条 市民団体活動支援事業の対象となる市民団体（以下「事業対象者」という。）

は、特定非営利活動（特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第

１項に規定する活動をいう。）を行う団体で、次の各号のいずれにも該当する団

体（自治会を除く。）とする。 

（１） 団体の規約等を設けていること。 

（２） 構成員が１０人以上であって、その過半数が市内に住所を有しているこ

と。 

（３） 市内で継続して活動を行っていること、又は今後継続した活動が見込ま

れること。 

（４） 市が実施する他の事業又は制度による運営費補助金その他これに類する

補助金を受けている団体でないこと。 

（事業対象活動） 

第３条 市民団体活動支援事業の対象となるまちづくり活動（以下「事業対象活動」

という。）は、市民団体がまちづくりを目的として、その市民団体を構成する者

以外に広く市民を参加させて行う次の各号のいずれかに該当する活動で、事業対

象者が単独又は共同で行うものとする。 

（１） 地域福祉を推進する活動 

（２） 環境整備を推進する活動 

（３） 文化振興を推進する活動 

（４） 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認めた活動 
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（市民団体活動支援事業補助金） 

第４条 市長は、事業対象活動に対して、市民団体活動支援事業補助金（以下「補

助金」という。）により、その事業対象活動に要する費用の一部を補助するもの

とする。 

２ 補助金の交付を受けることができるのは、一の事業対象者につき、一の年度１

回限りとする。この場合において、事業対象者が共同で事業対象活動を実施した

ときは、これらの事業対象者を合わせて一の事業対象者とする。 

３ 補助金の交付を受けることができる回数は、連続して３回までとする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次の表の左欄に掲げる補助金の交付回数に応じ、事業対象

活動に要する経費に同表の中欄の補助率を乗じて得た額と、事業対象活動に要す

る経費の総額から当該活動による収入額を差し引いた額とのいずれか低い額とし、

それぞれ同表の右欄に掲げる額を限度とする。この場合において、この額に１，

０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

交付回数 補助率 限度額 

１回 ３分の２ ４０万円 

２回 ２分の１ ３０万円 

３回 ３分の１ ２０万円 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする事業対象者の代表（次項において「申請者」

という。）は、規則第４条に基づき申請しなければならない。 

２ 申請者は、前項の申請をするときは、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。 

 （１） 活動計画書（具体的な活動内容がわかるもの） 

（２） 規約等 

（３） 構成員の名簿 

（４） これまでの活動内容及び経緯 

（５） その他市長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類を審

査し、補助金の交付の可否を決定するものとする。 
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 （実績報告） 

第８条 事業対象者は、事業対象活動を完了したときは、規則第１３条に定める補

助事業等実績報告書に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出するものとす

る。 

 （１） 成果報告書（活動成果が具体的にわかるもの） 

 （２） 事業活動がわかる写真 

 （３） 事業対象活動に要した経費の支出を証する写し 

 （４） その他市長が必要と認める書類 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、市民団体活動支援事業の実施に関し必要な

事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

（日光市まちづくり活動支援事業実施要綱の廃止） 

２ 日光市まちづくり活動支援事業実施要綱（平成１８年日光市告示第１０８号）

は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この要綱の施行の際現に前項の規定による廃止前の日光市まちづくり活動支援

事業実施要綱（以下「廃止前の実施要綱」という。）の規定によりなされた申請

その他の手続は、この要綱の相当規定によりなされたものとみなす。 

４ この要綱の施行前に廃止前の実施要綱により交付された補助金及び補助金の交

付の決定については、廃止前の実施要綱は、この要綱の施行後も、なおその効力

を有する。 

５ この要綱の施行前に廃止前の実施要綱により交付を受けた補助金の回数は、第

４条第３項の規定による回数に通算するものとする。 

   附 則（平成３１年４月１日告示第５５号） 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 


